
※人口は満年齢で集計しているので 5歳児は 6歳でｶｳﾝﾄされている 

 

 

 

年度途中の待機児童対策に向けての取り組み 

 

1.待機児童について 

 人口は減少傾向にあるが、入所児童数及び申請者数は横ばいである。待機児

童については減少傾向にある。保育士確保対策を行うことで保育士確保は進ん

だと考えるが、女性の社会進出を推進するため育児休業制度が整備され、育児

休暇を積極的に導入する企業が増えつつあることから、年度途中における入所

希望者が増加傾向にある。 

 

人口 0～6歳 

 

入所児童数 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

3 月 1日現在 3,975 人 4,023 人 3,937 人 
 

待機児童数 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

4 月 1日現在 0 人 0 人 0 人 0 人 

0 歳児 0 人 0 人 0 人 0 人 

1 歳児 0 人 0 人 0 人 0 人 

2 歳児 0 人 0 人 0 人 0 人 

10 月 1 日現在 66 人 53 人 63 人 49 人 

0 歳児 55 人 39 人 57 人 40 人 

1 歳児 11 人 10 人 0 人 9 人 

2 歳児 0 人 4 人 6 人 0 人 

3 月 1日現在 179 人 182 人 232 人  

0 歳児 157 人 161 人 204 人  

1 歳児 22 人 15 人 11 人  

2 歳児 0 人 6 人 17 人  

3 歳児以上 0 人 0 人 0 人  

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

3 月 1日現在 6,373 人 6,336 人 6,200 人 
 

必要保育士 16 人 

40÷3＝14、9÷6＝2 
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2.待機児童対策への取り組み 

現在…保育士確保対策事業 

保育体制強化事業、私立保育園等保育士処遇改善事業 

保育士修学資金等貸付事業、保育士宿舎借り上げ事業補助事業 

  

現在も取り組んでいる保育士確保に加え 

新たな対策として「小規模保育事業」を導入 

 

 〇小規模保育事業とは 

   小規模な施設で、6 人～19 人までの保育を実施する事業。職員の配置基

準等により、次の 3類型がある。 

  (1)小規模保育事業 A型…定員 6～19 人 保育士はすべて有資格者 

  (2)小規模保育事業 B型…定員 6～19 人 保育士は 1/2 以上が有資格者 

  (3)小規模保育事業 C型…定員 6～10 人 家庭的保育者が保育 

 

 


